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りそなグループの概要/
ISO26000/GRIガイドライン/

国連グローバル・コンパクト対照表

ISO26000/GRIガイドライン/
国連グローバル・コンパクト対照表
　ISO26000、GRIガイドライン第4版、国連グローバル・コンパクト10原則との対照表を掲載します。本レポートは、GRIガイドライン第4版を参考に
しています。また、国連グローバル・コンパクトの10原則に関する実行状況報告「コミュニケーション・オン・プログレス」において、「Advanced 
Level」に該当するために必要となる21の基準を満たしているものと考えています。

りそなグループの概要
　りそなグループは、金融持株会社りそなホールディン
グスの傘下に3つの銀行を持つ、総資産約46兆円、信託
財産約24兆円を有する金融グループです。フルライン
の信託・不動産業務を展開し、グループの中核である「り
そな銀行」、埼玉県で圧倒的なシェアを誇る「埼玉りそな
銀行」、近畿を中心に122の有人店舗を展開する「近畿
大阪銀行」が相互に連携し、お客さまに最適な商品・サー
ビスをスピーディーにご提供する「新しい金融サービス
業」としてのビジネスモデルを構築しております。

■りそなホールディングス会社概要
株式会社りそなホールディングス

〒135-8582
東京都江東区木場1丁目5番65号
深川ギャザリア W2棟

（03）6704-3111（代表）

2001年12月12日

取締役兼代表執行役社長　東 和浩

504億円

13.46％

16,436人（連結）、643人（単体）

会　社　名

所　在　地

電　　　話

設立年月日

代　表　者

資　本　金

自己資本比率
（　連　結　）

従　業　員　数

■グループ銀行

りそな銀行
■設立年月日
1918年5月15日
■資本金
2,799億円
■有人店舗数
339店
■主要株主
りそなホールディングス
（100%）
■従業員数
9,265人

埼玉りそな銀行
■設立年月日
2002年8月27日
■資本金
700億円
■有人店舗数
127店
■主要株主
りそなホールディングス
（100%）
■従業員数
3,161人

近畿大阪銀行
■設立年月日
1950年11月24日
■資本金
389億円
■有人店舗数
122店
■主要株主
りそなホールディングス
（100%）
■従業員数
2,115人

※2015年3月末現在

※2015年3月末現在

■主なグループ会社

りそな総合研究所
事 業 内 容
設立年月日
資 本 金
主 要 株 主

コンサルティング
1986年10月1日
1億円
りそなホールディングス
100％出資会社

りそな決済サービス
事 業 内 容
設立年月日
資 本 金
主 要 株 主

ファクタリング
1978年10月25日
10億円
りそなホールディングス
100％出資会社

りそなカード
事 業 内 容

設立年月日
資 本 金
主 要 株 主

クレジットカード・
信用保証
1983年2月12日
10億円
りそなホールディングス
ほか

りそなキャピタル
事 業 内 容
設立年月日
資 本 金
主 要 株 主

ベンチャーキャピタル
1988年3月29日
5,049百万円
りそなホールディングス
100％出資会社

※2015年3月末現在

■連結経常収益と連結経常利益
連結経常収益 連結経常利益
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■連結総資産額と連結純資産額
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社会的責任の
中核主題および課題 記載ページ項目

6.2 組織統治 コーポレートガバナンス
6.2.3 05,09-17,61

6.3 人権 人権
6.3.3 課題 1 18
6.3.4 課題 2 ―
6.3.5 課題 3 30
6.3.6 課題 4 19,28,35
6.3.7 課題 5 05,19,20,23,24,62
6.3.8 課題 6 05,18-20
6.3.9 課題 7 05,20

6.3.10 課題 8 05,06,18,19,
23,24,61,62

6.4 労働慣行 ダイバーシティ
6.4.3 課題 1 06,21-25,62
6.4.4 課題 2 19,23,28,62
6.4.5 課題 3 18,19,22,23,25,62
6.4.6 課題 4 19,62
6.4.7 課題 5 06,21,22,62

6.5 環境 環境
6.5.3 課題 1 08,53-55,57,59,61,62
6.5.4 課題 2 08,53-55,57,58,62
6.5.5 課題 3 54,55,57,58,62
6.5.6 課題 4 54

6.6 公正な事業慣行 コンプライアンス
6.6.3 課題 1 06,26-30,61
6.6.4 課題 2 41,42
6.6.5 課題 3 06,30,61
6.6.6 課題 4 30,56,57,59,62
6.6.7 課題 5 06,30,62

6.7 消費者課題 消費者課題 /
お客さまサービス

6.7.3 課題 1 07,27-29
6.7.4 課題 2 20,35,47
6.7.5 課題 3 56,57,59,61
6.7.6 課題 4 35,61
6.7.7 課題 5 29
6.7.8 課題 6 13
6.7.9 課題 7 07,39,40,46,50,57

6.8 コミュニティへの参画
      及びコミュニティの発展 コミュニティ

6.8.3 課題 1 08,41,42,47-52,
54,57,61

6.8.4 課題 2 47,48-50,61
6.8.5 課題 3 08,45,48,50
6.8.6 課題 4 08,45,50
6.8.7 課題 5 36-41,43-45
6.8.8 課題 6 42,47
6.8.9 課題 7 07,40,44,45,47,61

項目 記載ページ項目

戦略および分析
G4-1 02
G4-2 04,11-13

組織のプロフィール
G4-3 65
G4-4 65
G4-5 65
G4-6 46,65
G4-7 65
G4-8 46,65
G4-9 65
G4-10 62
G4-11 62
G4-12 ―
G4-13 ―
G4-14 11-13,59
G4-15 04,38,59
G4-16 ―

特定された重要なアスペクトおよびバウンダリー
G4-17 ―
G4-18 04
G4-19 04
G4-20 ―
G4-21 ―
G4-22 ―
G4-23 ―

ステークホルダー・エンゲージメント
G4-24 04
G4-25 ―
G4-26 15,25,35,61,62
G4-27 31,35

報告書のプロフィール
G4-28 01
G4-29 01
G4-30 01
G4-31 01
G4-32 01
G4-33 ―

ガバナンス
G4-34 9,10
G4-35 ―
G4-36 04
G4-37 ―
G4-38 ―
G4-39 ―
G4-40 ―
G4-41 ―
G4-42 ―
G4-43 ―
G4-44 ―
G4-45 ―
G4-46 11,12
G4-47 ―
G4-48 04
G4-49 12
G4-50 ―
G4-51 ―
G4-52 ―
G4-53 ―
G4-54 ―
G4-55 ―

倫理と誠実性
G4-56 03,26
G4-57 19,28
G4-58 19,28

マネジメント・アプローチに関する開示
DMA 04,05-08,10-14,18,27,53

経済
経済パフォーマンス

EC1 65
EC2 ―
EC3 ―
EC4 60

項目 記載ページ項目

地域での存在感
EC5 ―
EC6 ―

間接的な経済影響
EC7 41
EC8 ―

調達慣行
EC9 ―

環境
原材料

EN1 ―
EN2 62

エネルギー
EN3 62
EN4 ―
EN5 ―
EN6 53
EN7 ―

水
EN8 ―
EN9 ―
EN10 ―

生物多様性
EN11 ―
EN12 ―
EN13 ―
EN14 ―

大気への排出
EN15 ―
EN16 ―
EN17 ―
EN18 ―
EN19 62
EN20 ―
EN21 62

排水および廃棄物
EN22 ―
EN23 ―
EN24 ―
EN25 ―
EN26 ―

製品およびサービス
EN27 ―
EN28 ―

コンプライアンス - 環境
EN29 61

輸送・移動
EN30 ―

環境全般
EN31 58

サプライヤーの環境評価
EN32 ―
EN33 ―

環境の苦情処理制度
EN34 ―

社会
雇用

LA1 62
LA2 ―
LA3 ―

労使関係
LA4 ―

労働安全衛生
LA5 62
LA6 ―
LA7 ―
LA8 19

研修および教育
LA9 ―
LA10 22,24
LA11 ―

多様性と機会均等
LA12 61,62

項目 記載ページ項目

男女同一報酬
LA13 ―

サプライヤーの労働慣行評価
LA14 ―
LA15 ―

労働慣行に関する苦情処理制度
LA16 ―

社会（人権）
投資

HR1 ―
HR2 19

非差別
HR3 ―

結社の自由と団体交渉
HR4 ―

児童労働
HR5 ―

強制労働
HR6 ―

保安慣行
HR7 ―

先住民の権利
HR8 ―

人権評価
HR9 ―

サプライヤーの人権評価
HR10 ―
HR11 ―

人権に関する苦情処理制度
HR12 ―

社会（社会）
地域コミュニティ

SO1 ―
SO2 ―
FS13 36
FS14 20

腐敗防止
SO3 ―
SO4 27,28
SO5 61

公共政策
SO6 ―

反競争的行為
SO7 61

コンプライアンス - 社会
SO8 61

サプライヤーの社会への影響評価
SO9 ―
SO10 ―

社会への影響に関する苦情処理制度
SO11 35

社会（製品責任）
顧客の安全衛生

PR1 ―
PR2 61

製品およびサービスのラべリング
PR3 ―
PR4 ―
PR5 35

マーケティング・コミュニケーション
PR6 ―
PR7 ―

顧客プライバシー
PR8 ―

コンプライアンス - 製品
PR9 61
FS6 ―
FS7 ―
FS8 ―
FS10 ―
FS11 ―

GC10 原則 記載ページ項目

人権
原則 1 03,18,26
原則 2 18,19,26

労働
原則 3 18,19
原則 4 18,19
原則 5 ―
原則 6 18,19

環境
原則 7 04,08,53
原則 8 05-08,53,56,57,59
原則 9 08,30,57,59

腐敗防止
原則 10 06,26-30

Advanced Level
の基準 記載ページ項目

企業戦略と経営での 10 原則の実践

1 03,04,05-08,18,
26,27,29,30,53

2 04,18,30,55,59
強固な人権管理方針と手続き

3 03,05,18-20,26
4 04,05,18-20,26
5 18,19,28

強固な労働管理方針と手続き
6 03-06,18,19
7 04-06,18,19,21,26,27
8 05,06,21,22

強固な環境管理方針と手続き
9 03,08,53,59
10 53-55,59
11 08,53,58

強固な腐敗防止管理方針と手続き
12 03,06,26,30
13 06,11,12,14,27,28,30
14 06,12,14,27,28

より広範な国連の目標や課題を
支持する行動

15 36-40,56,57,59
16 42,47-52
17 41,42
18 41,42,45,50-52,54,57

企業のサステナビリティ・ガバナンス
とリーダーシップ

19 02
20 04,09,10
21 15-17,25,28,31,35,40,59
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